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ごあいさつ

「ロボット」には、従来人がやってきた仕事を代替（または支援）して、人による作業の
安全化や効率化を図る役割が期待されています。その代表例として、メインテナンス
における点検や災害現場の調査があります。ここでは、ロボットの役割は、人が到達
するのが容易でない所に自ら移動し、現場の状況を観察して情報を取得・記録し、必
要な情報を処理して人に伝えることです。このような、フィールドにおける作業ロ
ボットにとって重要なことは、ロボットのために整備されていない「現場」で確実に
働くことです。また、ロボットがその役割を果たすためには、ロボット単体の開発の
みでなく、ロボットを運用する体制までを含めたトータルシステムとして作りあげ
られている必要があります。
本プロジェクトでは「実現場での実用性をとくに重視したシステムを開発すること」
を目的としました。そのため、ロボット開発者は、施設管理者や点検を行うコンサル
タント会社などのロボットを利用するユーザと協力し、ロボットへのニーズ、すなわ
ち、ロボットが達成すべき働きへの要求と、ロボットが働くべき環境とをしっかり把
握することとし、それに従ったシステムの開発を重視しました。そして、できる限り
ロボットが働くべき実際の環境の中での実験による実証評価を繰り返して行い、そ
れによって開発者が環境と問題を確実に理解し、開発されたシステムの実用性を確
保することを方針としました。これに従い、各開発チームは、実際の橋やダム湖、火山
や崩落の現場などを利用して開発したシステムのフィールド実験を行い、検証・評価
をしながら開発・改良を重ねてきました。
本プロジェクトは、このように、具体的な現場のニーズを対象にシステム開発を進め
ていること、そして、技術へのニーズ側であるインフラ維持管理等の担当者と、技術
シーズ側であるロボット開発研究者が、専門分野間の障壁を越えて協力してきたと
ころに特徴があります。この異分野間のコミュニケーションのもとでの開発がなさ
れたこと自体、本プロジェクトの大きな成果と言えるでしょう。

インフラ維持管理・更新等の社会課題
対応システム開発プロジェクト

プロジェクトリーダー(PL)
（学校法人芝浦工業大学　SIT総合研究所　特任教授）

油田 信一

はじめに

高度成長期以降に整備された橋・トンネルなどの社会インフラや石油プラントなど
の産業インフラは、今後、建設後50年を経過するものが加速度的に増加するなど、
老朽化に対する十分な資金と高度な維持管理の専門知識を有する人材の不足が大
きな社会課題となっています。そのため、既存インフラの状態に応じて効果的かつ
効率的な維持管理・更新等を図る必要があります。また、近年、リスクが高まってい
る大規模地震や頻発する火山・土砂災害では、現場に人が立ち入れない場合が多く
ありますが、迅速な復旧のためには緊急に調査を行う必要があります。
これらの社会課題に対応するために、NEDOは、「インフラ維持管理・更新等の社会
課題対応システム開発プロジェクト」において、実現場での実用性を重視したシス
テムを開発してきました。このプロジェクトでは、インフラ構造物の周辺および災
害現場で人間の立ち入りが困難な箇所へ的確かつ迅速に移動し、インフラの維持管
理および災害復旧に必要な情報を取得できるロボットの開発と実証実験を行って
きました。
本プロジェクトの推進体制は、安川がプロジェクトマネージャーとして全体統括
を、油田教授にはプロジェクトリーダーとして技術指導役の役割分担といたしまし
た。また、ロボット分野やインフラ分野の有識者による技術委員会を設け、技術検討
会や現場実験において助成先への専門的な指導・助言を依頼いたしました。
本冊子は、本プロジェクトのロボット分野で開発した成果を紹介するものであり、
開発したシステムが社会に広く普及し、実際の現場で役に立つきっかけになればと
思っております。

インフラ維持管理・更新等の社会課題
対応システム開発プロジェクト

プロジェクトマネージャー（PM）
（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）

安川 裕介
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インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開発プロジェクト
プロジェクト概要

●橋・トンネル等社会インフラや石油プラント等産業インフラは、今後、建設後50年を経過するものが加速
度的に増加する等、それらの老朽化に対する十分な資金と高度な維持管理の専門知識を有する人材の不
足が大きな社会課題となっています。そのため、既存インフラの状態に応じて効果的かつ効率的な維持管
理・更新等を図る必要があります。また、近年増加している災害現場において、迅速な復旧のためには人の
立ち入れない区域で緊急に調査を行う必要があります。

●本事業では、的確かつ迅速にインフラや災害地域の状態を把握できるモニタリング技術（センサ開発、イ
メージング技術、高度計測評価技術）、点検・調査を行うロボット技術・非破壊検査技術・災害調査技術の開
発を行います。

インフラモニタリングに最適
なセンサ開発
・手のひらサイズ
・10年間ノーメンテナンス
・無電源、無線通信

画像技術を活用して、微小変形
を検出。奥行き(3D)も検出可能

老朽化した社会インフラ
ロボットにより橋やダムの点検
を効率化、土砂・火山災害の調査

事業の目的 開発したロボット一覧

※1 平成26～30年度（5年間） 
※2 平成26～29年度（4年間）または平成28～29年度（2年間）　

プロジェクトの実施期間

成果適用のイメージ

①インフラ状態モニタリング用センサシステム開発　　（※1）
　インフラ構造物及びその構成部材の状態を常時・継続的・網羅的に把握するセンサシステム開発及びその

センサシステムを用いたセンサネットワークシステムの構築と実証実験を行う。
②イメージング技術を用いたインフラ状態モニタリングシステム開発　　（※1）
　完全自動により取得データからひび割れ等を判別できるデータ処理手法、撮影時の画像ボケや位置ずれ

を補正でき平面のみならず、奥行き（3Ｄ）もわかる画像解析手法を開発し、実証する。
③インフラ維持管理用ロボット技術・非破壊検査装置開発　
　インフラ構造物周辺および災害現場で、人間の立入りが困難な箇所へ移動し、インフラの維持管理や災害

調査に必要な情報を取得できるロボットの開発と実証実験を行う。(※2）また、これらのロボットに搭載
可能な、小型の非破壊検査装置の開発と実証実験を行う。　（※1）

研究開発の内容

センシング技術1 画像を活用した
イメージング技術2 ロボットによる点検3

変位・変形
ひび割れ

橋梁点検 水中点検

真空吸着型
開発設計コンサルタント

飛行型
川田テクノロジーズ

懸垂型
富士フイルム

磁力吸着型
熊谷組

複合型
キュー・アイ

水上航行型
朝日航洋

飛行型
国際航業

移動・飛行型
日立製作所

移動型
三菱重工業

飛行型
ルーチェサーチ

アーム型
ジビル調査設計

災害調査
非破壊検査

橋梁点検用ロボット

水中点検用ロボット

災害調査用ロボット
＜土砂・火山災害＞ ＜トンネル災害＞
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01マルチコプタを利用した
橋梁点検システム 
助成先 川田テクノロジーズ株式会社　大日本コンサルタント株式会社

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
従来のマルチコプタを使った橋梁の画像取得は、対象部材の画像解像度が均一ではなく、一定指標で
の評価が必要な点検用として、解像度の一定化に課題があった。 
また鋼橋狭隘部の撮影に関しては、マルチコプタが構造物に近接する必要があるため、高度な安定制
御の実装に課題があった。 
さらに、本技術を含めた従来のロボットシステムにおいては、ロボットシステム単体で点検実務を完
結することが困難であるため、従来点検手法と組み合わせた活用方法を検討する必要があった。

■開発技術と効果
「一定離隔飛行制御」「安定ホバリング制御」「安定上昇降下制御」「カメラ正対制御」「照明装置」を開
発・実装することで、一定解像度の画像取得が可能となった。さらにこれらの技術によりマルチコプ
タの操縦に係る難易度も低下した（高精細画像取得タイプ）。 
また、機体に搭載可能な、永久磁石を用いた橋梁着脱・移動/アーム式カメラモジュールを開発するこ
とで、鋼桁の狭隘部の撮影が可能となった（橋梁着脱タイプ）。
さらに機体の小型化など、可搬性にも配慮した設計とすることで、システムを点検のツールにするこ
とができ、これにより従来点検手法との組み合わせ活用が可能となった。橋梁点検車上からの運用に
よる高橋脚柱の画像取得にも成功した。

■高精細画像取得タイプ ■橋梁着脱タイプ

■プラットフォーム機体

■各モジュール

■開発したロボットシステムの適用事例

技術的特徴

プラットフォーム機体
・プロペラ4基可変ピッチ
・サイズ：900×900mm   
・全備重量：5.5kg 　
・飛行時間：10分（標準）
・手動操縦

距離センサ
速度センサ
IMU

プロペラ
ガード

照明モジュール
　・1,440ｌｍ×2
　・被写体を均一に照射

移動モジュール
　・磁力による着脱
　・前後/左右旋回

スタビライザー式カメラ
モジュール
　・4K動画
　・壁面正対機能

橋 梁 点 検

アーム式カメラモジュール
　・静止画：5456×3632
　・伸縮長：800mm

ユースケース（適用場面）

高さ40mを超える高橋脚の
画像取得実績

コンクリート床版橋
交通規制が不要に

点検車上からの運用
従来点検手法との組み合わせの一例

支承付近の画像

鋼桁への適用例
橋梁着脱・アーム式カメラモジュール使用

高精細画像取得
タイプ

橋梁着脱タイプ
87



01
●実用化・事業化に向けた見通し・取組み

■実験状況
・「人＋マルチコプタ」による点検の経済性の確認を目的として、橋梁点検車上から下方に飛行させ橋脚柱の画像を
  取得した。

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

・取得画像を合成した全体
画像を用いて損傷を検
出。

・0.1mm幅レベルのひび
われを検出。

　※離隔1m飛行時。

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
ロボット分野　技術委員

株式会社NTTデータ経営
研究所　
事業戦略コンサルティング
ユニット
産業戦略グループ長・
パートナー

橋 梁 点 検

実証実験対象橋脚

桁下に展開し安全索を設置

バケットから離陸するマルチコプタ

ひびわれ幅サンプル画像 判定対象画像 合成全体画像

バケットから離陸し、橋脚柱との離隔を自動的に1mに保持して画像を取得

点検車上に設置された
マルチコプタシステム

マルチコプタシステムを
設置したままバケットを展開

・予め取得した多数のサンプル画像に基づき
  ひびわれ幅を判定。

■開発品の現状分析
本開発品は、現場レベルでの小改造や工夫を取り込む実用化サイクルの入り口に位置している。今後は、
社会実装に向け、開発品およびその運用のブラッシュアップや周辺技術の組込みが必要である。

■実用化・事業化に向けた見通し
画像を核としたＡＩ技術などの発展およびそれらの技術の道路橋の維持管理分野への応用が進むこと
で、本開発品のような画像取得ロボットの重要度やニーズは増々大きくなり、道路橋の定期点検に係る
省令、要領などの改正、改訂にも影響を及ぼすと考えられる。近い将来、一定規模の市場が開けると見込
んでおり、今後は開発品を用いた点検事業、機体製造・販売・リース事業ならびに要素技術・知財展開など
に係る事業化を目指す。国内だけでなく海外への事業展開も視野に入れている。

■実用化・事業化に向けた取り組み
実用化サイクルを効率的かつ効果的に回すため、オープンイノベーション手法の活用を検討し、開発品
およびその運用のブラッシュアップや周辺技術の組込みを行ない、実用化領域まで完成度を高めるとと
もに、当システムの有効性を広め、市場形成を試みる。

本システムは、目視検査が困難である高橋脚などの橋梁を対象
に、精細な画像撮影を行うために開発したドローンを用いた検
査システムである。ドローンと橋梁点検車の連携は現場での実
証実験を通じて得られたアイディアであり、そのアイディアを
活かし、現場のニーズをふまえ、運用を考慮したシステムと評価
できる。橋梁点検車の作業用バケットから垂下された安全索で
ドローンの飛行範囲を制限し、センサにより橋梁壁面との離隔
を一定に保つことで、安全性と操作性も担保した。現場への導入
が進むことで経験をつみ、さらにシステムとしての完成度を高
め、活用されることを期待する。
撮影画像の解析については手作業が残るものの、開発中の自己
位置推定を組み合わせることで改善し、利便性を向上してもら
いたい。

技術委員会メンバーのコメント

三治　信一朗

マルチコプタ

マルチコプタ

安全索

安全索

日付　　　平成 29年 11月17日（金）
場所　　　草木ランプ橋　（静岡県浜松市）

■結果レポート
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02小型無人ヘリを用いた
構造物点検技術
助成先 ルーチェサーチ株式会社

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
小型無人ヘリを用いた構造物点検技術開発ではRCコンクリート橋、PCコンクリート橋、及び高橋脚
等のコンクリート構造物の点検において既存のマルチコプタにカメラを搭載して撮影する手法で
は風の乱流や吹上などによる影響を受けやすく、安全に高精細な写真撮影が困難といった課題が
あった。

■開発技術と効果
開発したロボットシステムは短時間で着脱できるプロペラガード、可変ピッチプロペラを有するド
ローン、オルソ画像作成のために市販の汎用ソフト活用により乱流環境下での高い運動性能と耐候
性、安全性を両立させ、高精細な写真を元にした精度の高い橋梁点検を可能とする。

コンクリート構造物、特に、高橋脚やダム堤体下流面等では点検員によるロープアクセス点検工法が一般的
だが、現場作業は危険性が高く低効率。小型無人ヘリを使用して、耐風性に優れた安全なシステムを構築し、
高熟練の操縦士の目視飛行により安定で高精細な表面画像を撮影する。画像をつなぎ合わせた合成画像か
ら、損傷の種類と位置を特定し、構造物点検調書作成を支援するシステムを開発した。

■プロペラガード機

■可変ピッチ機

・現場の環境状況や作業者の熟練度に応じて現場で臨機応変にプロペラガードを脱着可能

・風の乱流や吹上風に対抗可能な高機動機体の実現　
・中心部の２枚の固定ピッチプロペラで機体の浮力を確保し、周囲の２枚X４軸の可変ピッチプロペラの操作による
機敏な飛行で、新たな可能性を示した。

■合成画像処理

・点検調書には撮影した画像の合成（オルソ画像）が
必要。
・市販の汎用ソフトの機能を活かしつつ、原画像の品
位を低下させないで参照可能な連携法を開発。これ
により損傷の抽出率向上や点検作業全体の効率化
が可能。

技術的特徴

全長/全幅/全高

機体重量

搭載可能重量

動力源

耐風性能

　プロペラガード機

　950ｘ950ｘ500mm

6.1kg

2.6kg

　　可変ピッチ機

1200ｘ850ｘ350mm

3.9kg

0.5kg

主要諸元

橋 梁 点 検

ユースケース（適用場面）

リチウムポリマー電池

地上風速10ｍ/ｓ

撮影単独画像

合成画像
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02
●実用化・事業化に向けた見通し・取組み●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

国土交通省現場検証
・小型無人ヘリ
 構造物点検
・損傷図と点検
 調書作成

NEDO実証実験
大積川橋（広島県）
・高橋脚をプロペラガード  
  機で点検
・可変ピッチ機の飛行確認

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
ロボット分野　技術委員

一般社団法人　
日本建設機械施工協会　
施工技術総合研究所　
技師長 兼 企画室長

橋 梁 点 検

生成した３Dモデルの例

ひび割れを抽出した損傷図の例

湯里高架橋 幸久橋

定離隔飛行による安定撮影

状況次第でプロペラガードを迅速に着脱 可変ピッチ機による機動飛行

以下の形態を同時に実施

■自社の点検業務における活用
国交省の現場検証に参画し、次世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会橋梁維持管理部会の評価ラ
ンク「Ⅰ」（試行的導入に向けた検証を推奨する）を受けた。
機体は自社で所有し、現場での画像撮影と事務所での合成画像作成等を一貫して実施することで、自社
の点検業務に活用する。

■他社への販売
建設コンサルタント等の点検専門会社に対し、機体と点検システムを販売。販売先には、ロボットハード
のみならず、安全飛行と高精度撮影を実現させるためのオペレータの訓練も含める。

■民間事業に関わる点検
構造物点検の対象は、橋梁以外のダム堤体、港湾構造物などの公共性のあるもののほか、民間事業である
送電ケーブル、LNG タンク、プラント施設の煙突なども適用が可能である。

本システムは、高い運動性能と風に対するロバスト性や安全性
を両立させながら、精度の高い橋梁点検を実現するドローンシ
ステムである。ジンバル機構上の高精度カメラにより離隔5mに
て0.2mm幅のひび割れを捉えており、技術の完成度は高い。高
橋脚などのコンクリート構造物の点検という適用場面も明確で
あり、現場での経験・ノウハウに基づいて運用方法も適切に考え
られている。
可変ピッチプロペラと固定ピッチプロペラを組み合わせる新規
技術も運動性能向上への効果が大きく、オペレータ育成などの
仕組み作りを行い、早期の社会実装に期待する。

伊藤　文夫

技術委員会メンバーのコメント

■実験状況

■結果レポート

現場実証実験状況

日付　　　平成29年12月18日（月）
場所　　　大積川橋（広島県呉市）

床版下面の合成画像の例
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03磁石走行式ロボット等を活用した
橋梁点検システム
助成先 株式会社熊谷組　株式会社移動ロボット研究所

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
従来、はく落防止ネットが設置された鋼桁の道路橋の近接目視点検において調査員による点検では
高所作業の危険作業をする必要があり、はく落防止ネットをはずす費用と時間が多大にかかると
いった課題があった。

■開発技術と効果
開発したロボットシステムは、はく落防止ネット越しでの走破が可能な磁力吸着機構によりはく落
防止ネットが設置された橋梁においても、高所作業等の危険作業が不要となるため、仮設足場費用
を削減でき、比較的強い風（地上で5m/s～6m/s程度）でも床版の詳細ひび割れ画像の取得を可能
とする。

鋼桁の道路橋を対象とし、これらの橋梁床版のひび割れ検出等の点検を、橋下からアクセスして点検部位を
撮影可能なシステムを開発した。
開発したシステムは、磁石および吸着補助装置（ローター）で鋼桁に吸着し、大径で薄型の磁石車輪を使用す
ることにより走破性・操舵性を高めた移動ロボットにより、はく落防止ネット越しでも静止した状態での高
精細カメラによる床版の詳細ひび割れ画像を取得が可能である。また、軽量であるため地上の操作員３名で
取り付け、取り外し、操作が可能である。
対象とする橋梁は、国内にある橋長15ｍ以上の橋梁の38％を占める鋼橋の内、高速道路等の連続高架橋や
河川渡河部の単径間および２径間の鋼橋で、特に高速道路等の高架橋において、はく落防止ネットがある場
合や横構等の障害物がある場合に威力を発揮する。

■磁石走行式ロボットを活用した点検システムのイメージ

①磁石および吸着補助装置（ローター）を用いて鋼桁に安定して吸着
②大径磁石車輪により、添接板等のボルト部やネット部も安定して走行
③前後に独立した操舵機構を採用
④静止した状態での高精細カメラによる床版の詳細ひび割れ画像の取得
　・走行用カメラと高精細カメラの画像をモニターで見ながら操作員が任意の位置で停止し床版を撮影
　・主桁ごとに径間往復して検査用撮影を行うのが基本動作
⑤軽量なため主桁への取り付けが容易

技術的特徴

寸法・重量

性能

全長/全幅

重量

走行速度

添接板等踏破高さ

ひび割れ検出精度（1,470万画素カメラ）

1,100×1,800mm

13kg

10 cm/s

20 mm

0.2 mm以上

添接板の走行

主要諸元

橋 梁 点 検

ユースケース（適用場面）
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03
●実用化・事業化に向けた見通し・取組み

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
プロジェクト・リーダー

学校法人芝浦工業大学
SIT総合研究所　
特任教授

橋 梁 点 検

A橋

主桁への取り付け 電源（200V発電機、400V昇圧器） 運用（操作員3名）

はく落防止ネット 高精細カメラ操作画面

■対象とする橋梁の詳細
・高速道路等の連続高架橋は、橋脚高さ５～７ｍ程度。
・河川渡河部の鋼橋は、単径間または２径間で、橋長30～60ｍ程度、桁下までの高さと支間長の合計・       
 が100ｍまで。

■実用化・事業化計画
・調査・設計・工事が一体となった基本契約方式の案件に適用する場合は自社で使用する。
・点検事業者にロボットをリースまたは販売する。
・ロボットの製造は移動ロボット研究所、リースまたは販売を熊谷組グループ会社が行う。

■今後の見通し
・製品を利用したサービスの利用法についてユーザーと意見交換を行う。
・ロボットによる橋梁点検を促進するため、道路管理者・点検業者へ製品を使用した点検手法を提案す　 
 る。また、製品による点検手法の教育・普及を図る。
・画像合成、ひび割れ検出、展開図作成、点検調書作成の効率化のためのノウハウの蓄積が必要である。

従来から、鋼桁の下面に磁石で貼り付いて走行する検査システム
には期待が大きかったが、いろいろな条件の発生する実対象を相
手に、安定的に働かせることは難しく、特に、添接板の段差を超え
た安定な走行や、橋桁に剥落防止ネットが張られているときの走
行はできなかった。
本プロジェクトでは、鋼橋のI型桁の下部に磁石によって貼り付い
て走行する、永久磁石製の大型車輪を用いた検査ロボットを開発
した。このシステムは、浮上用の推力を発生するロータを有してお
り、添接板やネットのある場合も走行の確実性が担保されて、広い
条件の下で、橋桁下面に張り付いて効率よく走行し、床版等の検査
を行うことができる。実証実験では、この補助推力により、橋下の
地面から飛行して、鋼桁に着脱ができることも示され、容易な設置
性が確認された。
計測については床版の詳細な写真が撮影できており、検査用の画
像の収集に有効に働きうるシステムである。ただし、実証実験の時
点では、剥落防止用の網越しの撮影については十分な性能を提示
できなかった。また、ひび割れ検出等の解析機能は試験段階であ
り、今後の開発が期待される。
ユニークな磁石走行式ロボットが開発されたことは評価できるの
で、今後も実証実験を継続的に実施しながら、ひび割れの自動検出
なども含め、検査システムとしての完成度を高め、実用化を進めて
もらいたい。

油田　信一

■実験の目的

■結果レポート

１．実橋での添接板、はく落防止ネット部での走行安定性の確認
２．設置、点検検査、撤収にかかる時間の把握
３．取得した画像からのひび割れ検出の確実性の確認
　

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

技術委員会メンバーのコメント

※道路管理者はA橋のひび割れの状況
を点検で把握しており、その程度が軽
微であることから経過観察中である。

日付　　　平成29年11月8日（水）
場所　　　A橋（関東地方）
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04複眼式撮像装置を搭載した
橋梁近接目視代替ロボットシステム
助成先 富士フイルム株式会社　株式会社イクシスリサーチ

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
鋼鈑桁橋の鋼部材・コンクリート床版の点検において、従来の高架下の足場設置による点検、高所
作業車による点検、通行規制を伴う橋梁点検車による点検では点検コストの低減が必要、点検効
率の向上、高架下に足場が設置できない橋梁への対処、通行規制の影響が大きいといった課題が
あった。 

■開発技術と効果
鋼鈑桁橋の主桁フランジに懸架し、プログラム制御で動作する点検ロボットシステムにより安定性、
耐候性、精度、自動化においてバランスよい性能を有し、交通規制が不要で、点検員の負担が少なく、
経済的な点検を実現した。更に、コンクリート床版のひびわれ自動検出等を搭載することにより事務
所作業の効率化を実現した。

(1)対象橋梁：鋼鈑桁橋
(2)点検対象：鋼部材及びコンクリート床版

・主桁フランジに懸架するロボット
・鋼部材の腐食やコンクリート床版のひび  
 われ等の損傷多発部位の詳細を撮影
・橋梁の骨組み構造から撮影計画を自動生 
 成しロボットを半自動運転

■内業システム

技術的特徴

寸法・重量

性能

操作

全長/全幅/全高

重量

移動速度

カメラ

計測精度

操縦方式

　　(W)2,500 x (D) 500 x (H)500mm

51.6kg

20cm/s(橋軸方向)

ステレオカメラ

0.1mmのひび検知可能

有線による遠隔操縦

主要諸元

橋 梁 点 検

開発システム全体 X軸・Y軸駆動部で
橋梁下を自在に移動

伸縮するZ軸アームで
格間内にカメラを伸ば
し任意角度から撮影

■ロボットシステム

■点検対象

床版ひびわれ図
作成支援

ひびわれ検出率
0.2mm：90%, 
0.1mm：50%

現場作業

カメラ ロボットドローン

撮影 野帳

事務所作業

撮影画像を解析し損傷を自動検出し、点検調書作成を支援するサービスを提供

（1）フランジ懸垂型ロボットの実現
（2）重量物も搭載可能な上下、パンチルト可能なカメラ搭載部の実現

（1）安全対策、故障時対策を考慮したロボットシステム

（1）「支間長20mの橋梁を半日で点検」を実現するロボット撮影と画像処理
（2）半自動運転により､オペレータに依存しない､簡便･無駄の無いロボット動作

（1）点検･事務所作業の支援､過去との比較を有する点検・管理ソフトウエア 
（2）点検調書作成ソフトと連動した点検箇所･部材の自動検出･入力機能
（3）画像処理によるコンクリート床版自動合成､ひびわれ自動検出による効率化

（1）上下、パンチルト可能でロバスト性高く、高精細画像（動画、静止画）を提供で
　  きる撮像部

（2）ステレオカメラと画像処理技術による、スケール貼付困難位置も含めた正確  
　 な測距

車線規制削減

作業支援

くまなく点検

落下防止
回収容易

効率1.コスト

2.品 質

3.安 全

課　題 　解　決　手　段

ユースケース（適用場面）

X軸ユニット

Y軸ユニット

Z軸アーム

撮影もれ防止
モジュール

ロボット・ドローンシステム 点検支援システム

人手による撮影(従来点検)

撮影もれ防止
モジュール

データベース

画像処理

損傷図手動編集パノラマ
画像配置

点検
結果

画像
配置

ひび
われ
検出

修
正

確
認

ステレオカメラ

X軸（橋軸方向）移動機構

Z軸（上下方向）移動機構

Y軸（橋軸直行方向）移動機構

二眼カメラ Pan/Tilt 機構
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04
●実用化・事業化に向けた見通し・取組み

■実験状況

■結果レポート

ロボット設置性・動作確認、点検品質の確認
■実験の目的

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

学校法人芝浦工業大学
SIT総合研究所　
特任教授

橋 梁 点 検

橋梁外観

評価状況

点検支援アプリケーション ロボットで撮影された高精細画像に対するひびわれ自動検出の結果

ロボットカメラ画像（上部ウェブギャップ板）コンクリート床版の撮影

桁内部の撮影

添接板の乗越え走行

隣接桁への架け替え

■点検ロボット（株式会社イクシスリサーチ）
・点検コンサルタント、高速道路会社、レンタル会社にロボットを販売
・モジュール化されたロボットのカスタマイズサービス

■損傷検出と点検調書作成支援サービス（富士フイルム株式会社）
ロボットで撮影された画像データを解析（ひびわれ検出やひび幅計測）し、点検調書の作成を支援する
サービスの提供

本システムは、鋼板桁橋の床板および鋼部材の点検を目的とし
た、I桁下部のフランジに懸垂して移動し、床版や鋼部材の写真を
得てひびの自動検出結果を点検調書形式で出力することができ
る検査ロボットシステムである。検査画像取得用の機構部は、橋
軸方向には桁にぶら下がって着実に走行し、カメラ部を橋軸直
行方向・上下方向に動かし、さらにその方位も制御できる、いわ
ば直交型の５自由度ロボットである。また、カメラの視点を計
画・制御して、画像を自動的に撮影・収集すること、および、取得
画像の解析によるひび割れの検出から、調書作成までもがほぼ
自動化できている。また、この画像取得後の解析・処理システム
は、それだけで単独に働かせることもできる。適用場所や適用条
件など、汎用性の高いシステムであり、検査に当たっての車線規
制が不要なことから導入効果は大きく、十分な実用性があると
認められる。
ただし、鋼桁橋に対して適用範囲が広いとは言え、橋桁の形状
や、添架物など、適用可能な橋梁には制約もある。今後、本システ
ムがとくに有利に働く対象をハッキリさせ、販売、サポート体制
を確立し、早期に社会実装を進めていただきたい。

油田　信一

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
プロジェクト・リーダー

技術委員会メンバーのコメント

日付　　　平成29年12月12日（火）
場所　　　北陸地方
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05インフラ診断ロボットシステム（ALP）
助成先 株式会社開発設計コンサルタント

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
従来、橋脚やダム堤体等の高さの高い構造物のコンクリート製鉛直壁面の調査は、高所作業用の足場
の設置などにより、人間による点検を行ってきた。しかし、足場の設置時間や費用、高所作業の危険性
などの課題がある。

■開発技術と効果
開発したロボットシステム（ALP）は、コンクリート製鉛直壁面を、脚に設置した真空吸着パッドによ
り移動し、点検対象箇所に近接して画像撮影・打音検査・鉄筋探査を行って、点検評価に必要なひび割
れ・浮き・剥離等の劣化要因を判別するものである。本システムにより、安全で定量的かつ経済的な高
所における点検が可能となる。

・脚に設置した真空吸着パッドによりコンクリート製
鉛直壁面を上下左右に移動する走行機構を開発
・「ひび割れ・浮き・剥離等」の劣化要因を判別するため
に、壁面に近接して画像撮影・打音検査・鉄筋探査が
可能な測定駆動機構を開発
・走行・測定駆動機構を制御し、安定・安全にロボット
を運用するためのロボットシステムを開発

技術的特徴

高さ

幅

厚さ

重量

走行方式

４点支持移動方式

真空吸着パッド性能(1基)

　外シール部

　内シール部

　真空度　　

1,800㎜(本体1,500mm)

1,750㎜

750㎜

約80kg(全体)

脚ユニット独立制御

φ210㎜

φ160㎜

-80kpa

主要諸元
〈ALP本体：吸着走行ユニット〉

高精細カメラ

　画角　

　Pixel数

打音装置

　形状　

　集音　

　打撃　

電磁波レーダ

　周波数

　鉄筋探査深さ

　　40㎝×30㎝

　　8156×6192

　　φ45㎜×106㎜

　　コンデンサーマイク　

　　ソレノイド駆動のハンマー方式

　800～3500MHz

　　5～300㎜

〈検査装置〉

橋 梁 点 検

ユースケース（適用場面）
■課題

■解決策

■適用場面

橋脚やダム堤体等の高さの高い構造物のコンクリート製鉛直壁面において、点検評価に必要な「ひび割れ・
浮き・剥離等」の劣化要因を、安全で定量的かつ経済的に調査すること。

■概要
ALPは、真空吸着式パッドを用いて壁面に吸着しながら上下・左
右に移動し、近接調査が可能となる機構としている。
また、打音装置及び電磁波レーダを壁面に接触させること、ま
た0.2mmのひび割れを判定するための近接画像を撮影するこ
と、が可能である。

■写真撮影（画像解析による調査）
ALPに搭載した5,150万画素の高精細デジタルカメラを用い、
水平方向に60%以上ラップするよう画像を撮影。精密写真測量
の原理を用いて高精度の三次元モデルを作成することにより、
幅0.2mmのひび割れを十分な精度でモデル化する。

■打音検査
㈱シスミックと共同開発した打音装置をALPに搭載し、ソレノ
イド磁石を用いた打撃装置より発生した反響音を記録。打撃音
とその後の第１波反響音の比により、5cmより浅い領域のコン
クリートの浮きを判定できる。

■電磁波レーダ
小型化された電磁波レーダをALPに搭載して、鉄筋の位置とか
ぶり（表面からの深さ）を測定する。さらに、鉄筋直上における
反射波より電磁波の減衰量を求め、コンクリートの劣化要因の
ひとつである塩害の評価に必要とされる塩分化イオン量を推
定する技術が適用可能となる。
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05
●実用化・事業化に向けた見通し・取組み

■実験状況

■実験の目的

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

国立研究開発法人
新エネルギー・産業技術総合
開発機構　主査

橋 梁 点 検

実験状況 計測装置 走行ユニット

視察時　説明状況 走行時　ユニット状況

■当初計画
J-POWERが、保有する発電施設への活用を想定している。平成30年度にはJ-POWERと協議の上、適用す
る対象・方法・機能等を検討し、実用性の実証に向けたロボット開発の基本構想をまとめる予定である。

■展開計画
構造物の劣化や延命の必要性、点検の可能性等を踏まえ、設備管理者と調査対象について協議・選定し、
適用を図りたい（構想中）。

本システムは、真空パッドを用いて壁面を移動しながら橋脚や
ダム堤体などのコンクリート壁面の点検するロボットである。
真空吸着しながらの壁面移動は難易度が高く、チャレンジング
であるが、確実に改良を重ねることで完成度は上がってきた。今
年度の実証実験においても高精細画像、打音データ、電磁波レー
ダーデータが取得でき、吸着ならでは特徴を確認できた。
ただ、移動の安定性や速度の点から、現状では、現場への適用性
は限定的であると思われる。ただし、開発チームの関連企業が所
有する施設では、従来技術では作業員の安全懸念や設備停止に
伴うコストの課題が生じるケースがあるため、このシステムの
適用を検討中とのことである。今後、このシステムを効果的に適
用可能な具体的な利用場面を設定し、活用していくことを期待
する。安川　裕介

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
プロジェクト・マネージャー

日付　　　平成29年12月6日（水）
場所　　　新豊根発電所取水口　No.1ゲートピア(愛知県北設楽郡豊根村)　
 
   

・約20歩約1.2mの走行（上昇）を実施
・2歩上昇(約12cm) する毎に、約10cm間隔の11測点で、高精細カメラによる撮影と打音装置による打音の記録を実施
・同時に、測線全長(1m)の電磁波レーダによる計測を実施

・現場における走行機構の確認
・現場における計測駆動機構の確認

乾燥収縮による
ひび割れを確認

打撃音の反射波形を記録

0.2㎜のひび割れ幅を確認鉛直コンクリート面の走行により
近接写真を撮影。

1.2ｍ2の3次元モデルを作成

アーチダム 重力式ダム 石炭サイロ

電磁波レーダによる鉄筋位置とかぶり

技術委員会メンバーのコメント

■結果レポート

■実験結果
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06橋梁桁端部点検診断ロボット
助成先 ジビル調査設計株式会社

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
トラス橋や斜張橋、側道橋等の部材が複雑に構成された橋梁等、従来の点検方法による点検が困難と
なる橋梁点検では、特殊な点検方法（架設足場やロープアクセス、大型橋梁点検車）による作業実施で
人材・機材不足とコスト高といった課題があった。
一方、これに対処するため開発された従来型アームロボットでは、狭隘部の撮影が困難、あるいは点
検障害物となる支承周辺の堆積土砂の除去が困難であり、構造物本体の正確な点検が出来ないと
いった課題があった。

■開発技術と効果
開発したロボットシステムは、橋面上に設置するコンパクトな台車で操作を行うアーム懸架型点検
ロボットである。複線型の水平アーム上に狭隘部点検を目的としたフレキシブルアーム搭載型の狭
隘部点検カメラロボットと、点検障害物を高圧散水で除去する噴出清掃メンテナンスロボットを搭
載する事により狭隘な支承部の清掃と撮影を橋上からのコントロールで交通規制なしに少人数で、
短時間で行なうことを可能とする。

トラス橋や斜張橋等の部材が複雑に構成された橋梁、および側道橋等、一般的な橋梁点検車の使用が困難
で、特殊な点検仮設方法が必要となる橋梁の点検作業。

技術的特徴

ユースケース（適用場面）

橋 梁 点 検

側道橋等 トラス橋 点検車が載らない橋

橋梁点検作業で、特殊な点検仮設方法が必要な橋梁を対象に、橋梁桁端部の点検を含む橋梁全体の点検作業を
「安全」「効率的」「低コスト」「高精度」に実施するロボットを開発。　

コンパクト台車をベースとする
アーム懸架型ロボット

　点検上の課題を解決

点検障害物（土砂・劣化塗膜等） 点検作業の効率化と安全性向上

人の立入りが出来ない
狭隘部分

水平アーム長
鉛直ロッド長
アーム旋回範囲
アーム落し最小幅

約7,000mm
約7,000mm
約360度
約800mm

主要諸元

全長
全幅
全高
重量

約 3,500mm
約 1,240mm（クローラ部）
約 2,250mm
想定重量 2,500kg

噴出清掃装置による点検障害物の除去

■開発システムの用途

載荷に耐えるベースマシンの開発

狭隘部点検カメラによる点検困難部の点検

バランスウェイト台車による水平の安定化

水平アームの複線化による点検効率化

噴出清掃装置による点検障害物の除去

移動ウェイト 
 

 
カメラの挿入 

先端部のカメラ カメラ撮影画像
 

１本のレールに作業台車１台を搭載
 

お互いの位置に制限されることなく移動可能

 

添架管 

添架管 

床版 

全幅 

高圧水噴射による 
点検障害物の除去 

全
高 

〈ベースマシン〉 〈水平アーム〉
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06
●実用化・事業化に向けた見通し・取組み

■実験の目的

■実験状況

一般財団法人先端建設技術
センター 技術調査部 部長

橋 梁 点 検

■事業化計画
〇橋梁定期点検の支援業務に活用
・オペレーター付きのレンタルでの点検業務支援
〇対象橋梁
・橋梁点検車の利用が困難な橋梁（トラス橋・アーチ橋・斜張橋・吊り橋)　約    5,500橋
・橋梁点検車の利用で通行止め規制となる橋梁 (道路幅員5.5m以下)     約  98,000橋
・歩道占用による点検で車道規制を回避し交通障害を軽減可能な橋梁    約294,000橋

■展開計画
全国ネットワークの構築
・各地方の橋梁に知識を持った建設コンサルタントを技術サービス代理店とした技術提供
 組織を構築し各代理店の専属オペレータによるオペ付きレンタルでの点検業務支援

■取組み
全国ネットワークの構築
・NETIS (新技術情報提供システム)登録   QS-170024-A  H29.11.7

本システムは、橋梁の歩道や側道を移動する小型車両からアー
ムを伸ばして橋梁点検を行う、アーム懸架型ロボットである。床
版や狭隘部の状況を遠隔操作カメラにより確認すること、橋梁
下面の堆積土砂や表面の汚れ、剥離塗膜などを高水圧噴射で洗
浄・除去することが可能であり、現場で求められる機能を幅広く
備えている。安定して動作しており、技術の完成度は高い。車道
の大きな交通規制を行うことなく橋梁点検可能で、高所作業車
やロープアクセスによる点検が困難な箇所の点検を補完するシ
ステムとして有用性が高い。現場への早期投入を期待したい。
なお、システム全体の高機能化の一方で、現場ニーズの高い点検
項目に特化した『軽量・簡易型』が有効な場面もあると思われる。

増  竜郎

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
ロボット分野　技術委員

特殊点検と開発した点検ロボットの作業工数、点検精度を比較する。また、有用性についても検証を行う。

作業工数の比較  
従来手法

4日
2日 
カメラ 6時間
噴射  3時間   狭隘  3時間 

4名
2名×2日

16名
4名×4日

従来手法は
ロープ

アクセス

損傷の判断が
可能な

画像取得が
可能

50%削減

75%削減

開発手法 備 考

作業状況

点検日数

点検人員

撮影画像

( 国土交通省　道路統計年鑑 2014 をベース )

技術委員会メンバーのコメント

■結果レポート

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

日付　　　平成29年12月12日（火）
場所　　　北陸地方

県管理橋梁での委員立会実験 2017/12/12 県管理橋梁での実験 2018/1/5
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07河川点検を効率化・高度化する
フロートロボット
助成先 朝日航洋株式会社

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
長大な河川の地形計測（三次元形状データの取得）では、広域を短時間で、かつ、陸部と水部をシーム
レスに計測できる航空測深システム（ALB）が有効な手段だが、濁度、深度、遮蔽、等の環境条件により
欠測が生じる課題がある。
スポット的（離散狭域）に発生した欠測部を従来は有人スワス測深※で補測していたが、この方式は、
効率面、経済面、で費用対効果が薄く、安全面でのリスクも高いといった課題があった。

■開発技術と効果
今回開発した河川点検を効率化・高度化するフロートロボットでは、機動性の高い船体に測深機等の
計測器をコンパクトに搭載し、操船支援機能や自動航行機能による運用支援を実現することで、効率
的・経済的に現場搬入や計測航行が可能となり、河床・護岸の安全かつ効率的なスポット計測を可能
とする。
※スワス測深とはマルチビーム測深器を使用して船から扇状にビームを出し、船の直下だけでなく船の側方まで水深の　
　3.5倍くらいの範囲の海底の水深値を測定する測定方法

河川法施行令の改正（平成25年12月）により年一回の目視点検が義務化
しかし・・・

◆長大な河川を点検するためには、膨大な労力がかかる。 （国交省直轄：8,800km）
◆現状の有人スワス計測はコストが高い
◆流速のある環境下で、ダイバーによる構造物点検は大きな危険が伴う
　浅瀬が苦手
◆徒歩による目視点検、船上からの目視点検に依存している

概査：航空測深システム（ALB）と精査：フロートロボットの組合せで河川全体を効率的に点検

当社の本業である航空測量と本事業で開発するロボットの融合により、効率的かつ
高度な河川点検を実現する。

技術的特徴

寸法・重量

主要搭載物

全長/全幅/全高

重量

動力

バッテリー

対応可能ソナー

4550mm / 1695mm / 2000mm

315kg  ※カメラユニット搭載時350kg

船外機×２

Li-ION 12V80AH　×２

Li-ION 24V80AH　×２

Sonic2024 / Sonic2022 (R2Sonic社)

運動性能

測深性能

最大航行速度

対応流速

動作周波数

測深分解能

単一ビーム幅

2.0m/s

1.5m/s

200～400kHz

1.25cm

Sonic2024：0.5°×1.0°

Sonic2022：1.0°×1.0°

主要諸元

水 中 点 検

航空測深システム（ALB）
概査

精査

点検の流れ

河道全体の概査

データ欠損の発生

開発フロートロボット

ALBの補完測量 高密度データの取得

精査必要箇所の抽出

航空測深システム（ＡＬＢ）
・堤体、河道、河床全体の広域概査点検
・河床地形を広域かつスピーディーに把握

水中点検フロートロボット
・高密度なデータ取得（精査）
・A LB欠損部の補完
・可搬性に優れる
・陸上操作による安全性向上　

ユースケース（適用場面）

音響測深器により、ALBで取得不可能な河床の三次
元高密度群データを取得

音響測深器により、河川構造物およびその周辺河
床の三次元点群データを取得
光学カメラにより管理施設（水上・水中）の画像を
取得

GNSS受信機

Wifiアンテナ

船外機

船外機

動揺計測装置
画像転送アンテナ

光学カメラ
（オプション）

船体視点
カメラ

音響測深機
（ナローマルチビーム）

※平成28年度 次世代社会インフラ用ロボット試行的導入より ※平成27年度 次世代社会インフラ用ロボット現場検証より
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07
●実用化・事業化に向けた見通し・取組み

水 中 点 検

一体型の機体
　　現地艤装工数短縮

整備・進水用移動式台
　　運搬、準備、進水・陸揚の効率化
　　準備・撤去工数短縮

音響測深機上下機構
　　多様な現場条件への対応

水中抵抗を削減した機体
　　推進力向上

双胴船型・前後スクリュー
　　安定航行、信地旋回、スライド航行

携帯回線通信
　　通信距離拡張、通信安定化

操船支援モニタ
　　計測走行安定化、危険回避

直進維持・自動航行
　　計測走行安定化、作業負荷軽減
　

ALB概査計測でスポット的に発生した欠測部の補完計測を開発フロートロボットの陸上操作によって、安全にかつ
効率的に実施する。

運搬フレームにより４tユニックだけで容易に設置・撤収が可能
（作業者の水上作業なし）

対岸（距離500m程度）
の計測航行

パイロットによる
操縦の状況

■ダム・堰直上流での現場実証

■当初計画
自社受注のビジネス測量業務に活用する

■事業形態
・ロボットの所有は朝日航洋
・航空測深システム(ALB)との組合せで地形計測サービスを提供 
・計測データの解析サービスも込み
・平成29年4月に「作業規定の準則」第17条の申請を行い、ALB、フロートロボットともに公共測量として 
  利用可能

■展開計画
・航空測量以外の適用領域に展開する。例えば、以下を想定
　　➡ ダム・貯水池等、広域な水域で自動航行による堆砂を測量
　　➡ 港湾の構造物調査、地形調査
　　➡ 水中道路橋脚周辺の洗掘調査
・測量や計測の需要に対し、サービスビジネスとして自社運用で 提供

株式会社オリエンタルコン
サルタンツ　
関東支店 構造部 主監

本システムは、音響測深機によって河道形状を三次元的に把握
する双胴型のフロートロボットである。水流がある場所におい
ても安定的かつスムーズに計測調査可能であり、搬入・撤収も簡
単にできるように工夫されている。航空レーザ測深（ALB）の欠
測部分を補完することで河川の調査を高度化・効率化できるも
のと考えられる。実現場での試行を多くこなしており、現状にお
いても十分実用に供することができるものと評価できる。
今後は、耐水流性能や操作性の向上、開発中の自動航行技術を組
み込むことによる省人化、河川の点検要領が求める目視点検も
カバーするように調査機能の改良・追加などに期待する。最終的
には、点検・調査システムとして、河川管理の効率化を目指して
欲しい。

田中　樹由

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
ロボット分野　技術委員

技術委員会メンバーのコメント

■実験状況

■結果レポート

■実験の目的

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

日付　　　平成29年12月14日（木）
場所　　　相模川下流域（神奈川県平塚市）

宇奈月ダム（H29/9/7～8）、信濃川洗堰（H29/10/11）

現場実証：紀の川（H29/2/17）、信濃川下流（H28/12/5～9）
※平成28年度次世代社会インフラ用ロボット試行的導入として実施 

3433



08可変構成型水中調査用ロボット
助成先 株式会社キュー・アイ　株式会社日立製作所　

①ダム調査ロボット（担当：株式会社キュー・アイ）

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
重力式コンクリートダムの堤体上流部の表面点検において、ダイバーによる潜水調査ではダイバー
個別の技量差による品質バラツキや、40ｍ以上の大深度の作業には危険が伴い高い点検コストが必
要となる事といった課題があった。

■開発技術と効果
開発したロボットシステムは水上機から水中機を分離・垂下するシステム構成と自動動作制御技術
を備える事により大深度においても安全かつ安定した品質を低コスト・高効率で実現する事を可能
とする。

潜水士により必要に応じ実施されている、ダム堤体水中部の点検
（コンクリートのひび割れ、構造物の錆等）において、以下のユー
ザーニーズをロボットシステムにより解決する。

潜水士による水中点検の様子

重力式コンクリートダム

アーチ式コンクリートダム

技術的特徴

主要諸元

水 中 点 検

a. 大深度における安全かつ高効率な調査手段
b. 濁水中・風雨等の環境への適応
c. 現場における幅広い調査への対応
d. 扱い易く軽量・コンパクトかつ低コストな機器
e. 均一な調査品質と調査の自動化・省力化

想定ユーザー　・水中点検業者 ・建設業者 ・ダム管理団体

［ユーザーニーズ］

［ユーザーニーズ］

12時間
２人
59kg
1030×730×530H mm
1.6knot
19kg
450×360×250H mm
130m
20kg
200㎡ / h 　(離隔0.6m時)
0.3m～10m
風速8m/sec 環境で調査可能
波浪に対する保護（ＩＰ65相当）

連続稼働時間
最小運用人数
重量
寸法
航行速度
重量
寸法
耐圧深度
重量
調査効率
対応可能離隔
耐風性能
防水性能

D1.調査プラットフォーム
操作インターフェースの開発

D2.水中壁面自動調査
技術の開発

D3.外部環境対応技術の開発

技術開発項目 開発成果

ユースケース（適用場面）

水上機

水中機

水上機から分離した水中機を自重により垂下させる方式であるた
め、水中での定点観測、垂直移動観測、水平移動観測とその位置把
握が容易である。

  ̶
  ̶

水上ロボット

水中ロボット

操作インターフェース
  ̶
  ̶
  ̶
  ̶

高効率スラスタの開発

従来スラスタ

質量：1640g

新開発スラスタ

・質量 78％ 削減  
・150%高出力化 

質量：360g

合体時の寸法
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08

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
水中ロボット点検前の水中環境の安全性確認において、従来のソナーでは3次元リアルタイムで高
精度のものでは高額であり、それ以下のものは機能が不足する・解像度が不足するといった課題が
あった。
■開発技術と効果
開発した水中音響イメージングソナーは高分解能のビーム幅及び距離計測(ビーム幅0.5度、距離精
度10cm)を廉価に実現する事により水中安全性確認及び水中構造物の概略形状の把握を容易に実
現することを可能とする。

技術的特徴

水 中 点 検

①点検用ロボット投入前に安全性確認のためスクリーニングしたい
②水中構造物点検
　定量的に点検したい／作業効率を向上させたい
　コスト低減を図りたい／混濁水中でも点検したい

①ソナーをボートへ設置する。
②安全性確認を要する水中
に対し、ソナー映像をボー
ト上でリアルタイムに確
認し、安全性を確保

[ソナーに対するニーズ]

主要諸元
500kHz～１Mhz
5～30m
32度(水平)×30度(垂直)
0.5度(水平)×1度(垂直)
(8.7(水平)×17.5cm(垂直)
@距離10m)
64本
10cm
10fps
400mm×400mm×400mm
30kg(空中)
水深10ｍ

周波数
有効レンジ
視野角

ビーム幅

ビーム数
距離分解能
フレームレート
寸法
質量
耐水圧

開発成果項　目

ユースケース（適用場面）

[安全性確認のためスクリーニング]
リアルタイム３Ｄイメージングソナーの開発

①ソナーをボートへ設置
する。

②水中構造物点検を要する
対象に近づき、ソナー映
像をボート上でリアルタ
イムに確認し、構造物の
点検を実施する。

[水中構造物点検]

( )

( )

②水中音響イメージングソナー（担当：株式会社日立製作所）

■音波の場合、距離情報を取得できる
ため真の3D映像を取得できる
■3Dイメージングソナーでは、高度
情報を取得できるため、2Dと比較
し視認性が向上する
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08 水 中 点 検

●実用化・事業化に向けた見通し・取組み

新型機体の自動調査機能、および継目調査時の効率の実証

安全性確認のための、スクリーニ
ング点検性能の実証

豊平峡ダム

豊平峡ダム

調査中の映像 _ J14垂直継目

平成2８年度の実証実験
城山ダム（神奈川県）

計測中のロボット

ボートへの設置(人手で可)

ソーナー映像(提体部 非常用洪水吐部) ソーナー映像(提体円柱部)

水中音響イメージング
ソナー

調査状況

水 中 点 検

■当初計画（平成30-31年度）
自社ビジネス（水中機器の製造・販売）に適用
　・サンプル出荷と点検デモンストレーション　　　
　・ダム調査ロボット製造はキュー・アイが行う。
　・製造したロボットは、水中点検業者であるノダックが点検事業に活用する。（ノダックは水中点検
　 に 実績がある有力事業者）
　・水中音響イメージングソナー製造は日立製作所が行う。
　・イメージングソナーによる点検デモンストレーションを、各種点検業者に対して実施する。

■展開計画（平成32年度～）
販売の拡大
　・ダム調査ロボットは水中点検業者、建設業者、ダム管理団体（自治体、電力会社、水道局）への販売を

計画している。
　・水中音響イメージングソナーは、水中点検業者、建設業者、ダム管理団体、警察、防衛省への展開を

計画している。
用途の拡大
　・本ロボットシステムは他の水中構造物の調査にも使用可能であり、コンビナートの蒸留水タンク、

その他水槽設備の点検調査等も視野に入れ、普及に取り組む。
　・水中音響イメージングソナーは、点検用だけでなく、港湾工事の水中施工状況の観察、港湾監視、

水中無人機搭載、不法投棄物の水中調査への展開を計画している。
■販売体制

学校法人東京電機大学　
工学部 教授

本ロボットシステムは、大深度の水中においてもダム堤体のコ
ンクリート面の損傷を調査し、健全性の確認を行うことができ
る水中調査用ロボットである。水上ロボット・水中ロボットを組
み合わせた構成を取ることで、波・風のある環境においても水深
60mでの映像を安定に取得できていた。従来の人手による水中
点検作業に比べ、安定した品質を確保しつつ安全に作業を行う
ことができ、かつ大幅な作業時間の短縮も期待できる。機能・性
能の改善、現場の点検ニーズの明確化を行いながら、社会実装を
目指してほしい。
水中イメージングソナーは小型でありながら、技術的な完成度
は高く、リアルタイムで水中の三次元的な音響映像を提示する
ことができるセンサである。点検や調査に先立って行う概査だ
けでなく、多様な活用が考えられる。早期の製品化を期待した
い。

栗栖　正充

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
ロボット分野　技術委員

技術委員会メンバーのコメント

■実験状況

■実験状況

■結果レポート

■結果レポート

■実験の目的

■実験の狙い

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

日付　　　平成 29年 11月1日（水）　　　
場所　　　豊平峡ダム（北海道札幌市）

モザイク画像 _ J14垂直継目
[水深0.5m～29m]
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09土石流予測を目的としたセンシング技術ならびに
高精度土石流シミュレーションシステム
助成先 国際航業株式会社　株式会社エンルート

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
土石流・火砕流の発生が予測される災害現場において、従来の有人による調査では火山噴火直後に警
戒区域が設定されて、火口周辺等の状況を迅速・詳細に調査できないといった課題があった。

■開発技術と効果
開発したロボットシステムはUAVにより立ち入り禁止区域に侵入し、地形計測、土砂採取、表面流発
生状況の直接観測により土石流発生の可能性に関する情報収集や、氾濫範囲予測に資するシミュ
レーション精度を向上させることで、被害の軽減や避難情報をより確実に発することを可能とする。

技術的特徴

寸法・重量

性能

400×465×220mm

5.0kg

約6時間

3km（浅間山実績）

防水機能　センサー搭載可

全長/全幅/全高

重量

連続稼働時間

最大通信距離

その他

主要諸元

災 害 調 査

①観測用小型移動ロボットの
　運搬・設置・回収

活火山地域情報データベース構築
シミュレーションの実施

マルチコプタ・通信技術の開発

開発技術の概要

画像・地形データの取得

③表面流確認

②土砂サンプリング

小型移動ロボット（クローバー）

寸法・重量

性能

180×180×90mm

0.83kg

50～100g程度/回

0.001～50mm程度

簡易粒度把握用カメラ搭載

全長/全幅/全高

重量

土砂採取量

採取可能粒径

その他

土砂サンプリングデバイス

ユースケース（適用場面）

①小型移動ロボット ②土砂サンプリングデバイス ③表面流確認デバイス

シミュレーションパラメータ・行政の情報提供の判断材料として活用

GoPro

180mm

180mm

410m
m

GoPro
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09 災害 調 査

●実用化・事業化に向けた見通し・取組み
・国際航業等に設置したサーバ内にシミュレーション環境を実現する。
・平時は関係機関の訓練や情報共有として、機器を使用し活火山データを提供する。
・緊急時には、災害協定に基づいた国交省からの要請に基づき、調査・解析業務を受託し、
 構築したデータベースで関係機関に情報共有する。

・火山現象

・避難に関する
基礎情報

・地殻変動
・地震

活火山DB
（クラウド上）

自治体 地域住民

関係機関の訓練や情報共有

国交省

避難受け入れ
自治体担当者

集客施設
管理者

地形データ

降灰範囲

雨量・土砂移動情報

災害協定
調査・解析業務委託

・土砂移動
・気象状況

調査計画立案

データベース構築
シミュレーションの実施

火山専門家

粒度・表面流

気象庁

緊急調査実施

平常時 緊急時

UAV撮影

投下型降灰厚スケール

サンプリングD,表面流確認D

雨滴・加速度センサー

赤字→開発成果の個別活用
青字→開発成果を活用したコンサルティング

訓練

・降灰範囲

氾濫区域予測情報
計算DB 民間コンサルタント等 民間コンサルタント等

・降灰特性

構築したDBで関係機関に提供

国交省

国立大学法人東京大学 大学院
工学系研究科 教授

火山災害の被害を最小限にするためには、土石流の発生の予測
が重要である。本プロジェクトでは、火山活動が活発化した際
に、立ち入り制限されている火山周辺領域にドローンなどのロ
ボットを派遣し、3次元地形や降灰厚、表面流などを計測したり、
火山灰や土砂のサンプルを採取するとともに、それらの情報を
もとに土石流の発生を高精度にシミュレートする、実用的な技
術開発が行われた。ドローンの災害現場での利用はすでにかな
り進んでいるが、本プロジェクトでは、長時間飛行可能なドロー
ン、降灰厚スケール、火山灰サンプリングデバイス、表面流確認
デバイスなどの、数多くの新規技術が開発された。これらのデバ
イスを用い、多様で高精度な情報をシミュレータに入力するこ
とが可能になり、従来と比べて詳細な土石流の発生のシミュ
レーションができるようになった。多くの実証実験を通して改
良が加えられ、技術の完成度も高い。実際の災害協定に基づいた
活用を検討しており、現場での活用が大いに期待される。

淺間　一

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
ロボット分野　技術委員

技術委員会メンバーのコメント

■実験の目的

■実験状況

実際の火山噴火の推移を想定し、各デバイスによるデータ取得を実施した。
取得したデータを用いて土石流シミュレーションを実施し氾濫範囲を確認した。

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

日時　　　平成29年11月24日（金）

場所　　　雲仙普賢岳（長崎県島原市）

40cm

40cm

１㎝：赤、２㎝：黄色（参考 大型１０㎝：赤、白１５㎝：黄色）

各スケールの埋没の有無で、降灰厚を確認可能

降灰無し
赤、黄色とも視認

降灰２㎝
大型のみ視認

降灰1㎝
黄色だけ視認

■結果レポート

背景図は地理院タイル（オルソ画像）
を加工して作成
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10災害調査用地上／空中
複合型ロボットシステム
助成先 株式会社日立製作所　株式会社エンルート　八千代エンジニヤリング株式会社

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
土砂災害や火山災害の発生現場等の人の立ち入りが困難であった現場において、従来の有人による
被災状況計測では、情報収集や監視が困難であり、確度や精度の高い情報が得られなかったといった
課題があった。

■開発技術と効果
開発したロボットシステムでは、災害発生から変化し続ける現場の状況下でも対応が可能な、空中飛
行型の無人ヘリ及び地上移動型無人車両からなる情報収集プラットフォームにより迅速な現場状況
の把握と二次災害予測に有用な情報提供を可能とする。

技術的特徴

寸法・重量

性能

730mm(モーター対角)

3.5kg

最大距離:30km

20m/s

精度:数10cm以下

寸法

飛行重量

運動

速度

計測

1500mm(モーター対角)

8.0kg

最大距離:2km

2m/s以上

解析:地下10m程度

寸法

飛行重量

運動

速度

計測

1,500×600×1,000mm

250kg

登坂:35度

8km/h

センサ光学、赤外、ガス等

寸法

飛行重量

運動

速度

計測

主要諸元

対象とするシチュエーションは、土砂災害及び火山災害
　災害が発生した場合、迅速な現場状況の把握と二次災害の
予測が求められる。

　
H28熊本地震

H26御嶽山噴火

災 害 調 査

ヘリ(長距離撮影) ヘリ(電磁探査用) 無人車両

ユースケース（適用場面）

無人調査プラットフォームヘリ
による電磁探査 係留型ヘリ無人調査プラット

フォーム車両
CRoSDI
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10 災 害 調 査
●実用化・事業化に向けた見通し・取組み

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
ロボット分野　技術委員

国土交通省
国土技術政策総合研究所
道路構造物研究部 部長

無人調査車両
CRoSDI

採取された表面土砂

CRoSDI遠隔操縦画面

離発着装置から飛び立つ係留型ヘリ

電磁探査の計測状況

電磁探査データ表示

電磁探査解析結果の例

自律飛行/遠隔操縦の画像表示

3次元地形解析結果の例(断面図)

電磁探査装置と大形無人調査ヘリ 係留型ヘリと離発着装置

最大地上50mから
無線中継
定点観測

■対象製品
・本事業で開発したシステム一式
・本事業で開発した構成サブシステム
・本事業で開発したシステム/構成サブシステムを活用した無人機リース・運用・保守サービス

■想定マーケット
・国土交通省TEC-FORCE殿が配備する事業やサービス提供事業
・自治体、警察、消防、防衛などの災害対応機関が配備する事業やサービス提供事業
・公共インフラを保有する指定公共機関が配備する事業やサービス提供事業

■事業体制
・製造事業者：(株)エンルート
・販売事業者：(株)エンルート、(株)日立製作所、八千代エンジニヤリング(株)
・運用事業者：(株)エンルート、八千代エンジニヤリング(株)
・システムの改良・検証：(株)エンルート、産業技術総合研究所、（株)日立製作所

■主要方策
・各機関が機器を保有するか、あるいはリースする。
・各機関でオペレータを育成するか、あるいは必要に応じ、災害時協定に基づき運用サービスを提供する。

本システムは、人の立ち入りが困難な土石流災害現場において、ド
ローンや無人車両を組み合わせることで即応的に情報収集するも
のである。災害対応のシナリオに基づいて、土質調査、埋没車両の
探査などの計測機能、係留型ドローンによる無線通信中継などが
開発されたが、いずれも完成度は高い。災害発生時における初動調
査において、従来の方法よりも時間短縮、高精度化が期待される。
ある程度適用場面は限定されるが、現場での導入は十分可能であ
ると考えられる。多発する災害現場での活用を期待したい。
今後は、登坂能力や段差乗り越え能力の向上、埋没物探査の深さ方
向の能力向上などを行い、より広範な現場ニーズに応えられるよ
うになってもらいたい。

木村　嘉富

■実験の目的
過去に土砂災害が発生し、災害現場が模擬できるエリアでの土砂災害及び火山災害を想定したシステム全体の
運用検証を実施し、実用性を評価した。

システムが収集した現地の情報を、リアルタイムまたは帰還後の解析により基地で確認
⇒ 国や自治体等の災害対策本部での意思決定に活用の想定

• 無人ヘリによる災害現場全体の情報収集が可能
• 災害現場全体の状況に基づき、災害現場の情報収集体制を柔軟に構築可能
　（無人調査車両・係留型ヘリ・電磁探査などは現地の状況に合わせて適用）

技術委員会メンバーのコメント

日付　　　平成29年10月25日(水)
場所　　　稲荷川第10上流砂防堰堤付近（栃木県日光市）

■実験状況

■結果レポート

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況
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引火性ガス雰囲気内探査ロボット
助成先 三菱重工業株式会社

●開発技術のポイント

●解決する課題

●ロボット・システムの概要

■適用環境、従来技術と課題
引火性ガスの発生が予想されるトンネル災害発生時に、救助や災害拡大防止のための現場の状況を
確認する状況において、従来の消防士等の人が現場に立ち入って確認する手法では引火性ガスの充
満の可能性による危険性から、ガス濃度が下がるまで立ち入りができず、内部の状況把握に時間がか
かるといった課題があった。

■開発技術と効果
開発したロボットシステムは防爆検定合格した移動ロボットにより、引火性ガスの有無と内部状況
を遠隔操作で確認できる事により引火性ガスの発生状況および現場状況を、作業員の安全を確保し
つつ、ファーストレスポンダとして迅速・安全に確認する事を可能とする。

引火性ガス雰囲気内探査ロボットの研究開発では、トンネル災害発生時に、 従来は、ガソリンやメタンガス
等の引火性ガスがトンネル内に充満しているかもしれず、緊急車両や換気装置の到着から安全確認までに、
多くの人と時間を要すといった課題があったので、これを解決するロボットシステムを開発した。
開発したロボットシステムは防爆指針（Ex2015）に適合した防爆性能を持ち、また、高い走破性能により、災
害発生時に自身が発火源となることなく、ファーストレスポンダとして内部状況の確認を可能とする。

中央自動車道笹子トンネルでの 
天井板落下事故（2012年12月）

原子力発電プラント事故収束支援活動などで実績
のある“櫻Ⅱ号”をベースに、防爆性能やガスセン
サなどの付加により、トンネル崩落現場において
引火性ガスの有無を遠隔操作で探査する技術

技術的特徴

外形寸法（サブクローラ収納時） 

本体質量

走行速度

昇降角度

環境情報取得

連続稼働時間

耐環境性

通信

防爆構造

対象とする場所

対象ガス、爆発等級及び発火度

防爆型式検定番号

L710×W420×H540mm 

60kg

1.2km/h

45°

PTZカメラ、ガス検知器

2.5時間

IP67相当（防爆4X要）

有線1000m

無線100m

内圧防爆（本体）＋

耐圧防爆（バッテリボックス）

ゾーン1

ⅡB＋H2 T4 Gb

（水素を含むガス）

第TC22032X号

■技術概要

主要諸元

ロボット

探査開始
～安全確認・救急突入

★ロボット
　消防（国交省）が
　所有・操作

強化ガラスドームPTZカメラ 光ファイバケーブルリール
（1000m対応　千葉工大開発）

内圧保護監視基板

内圧保護用圧力センサ
強化ガラス（ガス検知己カメラ）

強化ガラス（前方カメラ＋照明）

耐圧バッテリーケース 導電性ゴムサブクローラ×4

8直列
リチウムイオン電池

メインクローラスプロケット
（導電性ゴムメインクローラは未装着）

強化ガラス（後方カメラ＋照明）

防爆型式検定合格！
陸上移動ロボットとしては国内初！

桜Ⅱ号【千葉工大開発】 桜Ⅱ号（防爆仕様）

災 害 調 査

ユースケース（適用場面）

出典：東山梨消防本部　災害活動レポート「笹
子トンネル天井版崩落災害の概要と消防機関の
対応について」消防科学と情報 No.112_2013
( 春季 )
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11 災 害 調 査

●実用化・事業化に向けた見通し・取組み
■トンネル災害対応だけでは売り切りは困難

・災害はいつ発生するか不明
・いつ使用するかわからない機材にお金は掛けられない
・ロボットの維持・メンテに継続的にコストが発生

■リースによるロボット実用化・普及をリース会社と協議中
・ロボットはリース会社が購入・保持し、リースの形態を取る（販売も可能）
・保守メンテはリース会社が実施
・ロボット操作は自治体・消防等のユーザが実施する
・オペレータの教育・訓練マニュアルを三菱重工業で整備する

■別途の研究開発にて、石油プラントや製鉄プラント等の産業プラントにおける
巡回点検の日常使いと非常時の災害対応として共用化検討中
・災害調査に限定せず、広く活用領域を検討する
・自律移動が可能な防爆移動ロボット開発中

開発した遠隔操作可能な防爆ロボットにより、少人数、短時間で未知であるトンネル内の状況確認（放置
車両や障害物の画像取得、引火性ガスの有無の確認）が可能となった。

試験条件
　目的：内部状況確認 
　　　 （車両の画像取得、引火性ガスの有無確認）
　走行距離：750m以上
　トンネル内：暗闇
　障害物：未知

学校法人早稲田大学
創造理工学部 教授

本システムは、トンネル災害において初期調査隊（ファーストレ
スポンダ）として状況調査を行うための、高い走破性能と探査性
能を有する防爆型の移動ロボットである。トンネル災害では可
燃性ガスが充満する危険もあるため、自走式ロボットとして初
めて防爆型式検定を取得した意義は極めて大きい。操作性、頑強
性に技術課題が残されているものの、過去のトンネル災害を参
考にしながら運用シナリオを設定しており、トンネル災害現場
に適用可能なロボットとなっている。
実証実験で明らかとなった通信の安定性向上といった技術課題
の解決、他の災害現場への適用のための機能追加やオプション
設定などにより、早期の実用化を期待したい。

菅野　重樹

インフラ維持管理・更新等の
社会課題対応システム開発
プロジェクト　
ロボット分野　技術委員

日時　　　平成30年 1月17日（水）
場所　　　青山トンネル・韮尾根トンネル（宮ヶ瀬ダム北岸林道、 神奈川県相模原市）

オペレータ 操作パソコン
青山 トンネル

韮尾根 
トンネル

有線通信 ( 光ファイバ）

ミッション
トンネル老朽化により、韮尾根トンネル内にて内壁の
一部が崩落し、車両事故が発生。
ガソリンや水素漏洩の可能性があるため、青山トンネ
ル坑口からロボットを進入させ、現場状況を確認（映
像取得、引火性ガスの有無の確認）を行う。
　　

技術委員会メンバーのコメント

■実験状況

■結果レポート

●ロボット・システムの動作実績 現場実証実験状況

Map data @2018 Google

Map data @2018 Google
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国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構
ロボット・AI部

〒212-8554　神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 ミューザ川崎セントラルタワー
TEL.044-520-5241 　FAX.044-520-5243

http://www.nedo.go.jp


